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平成23年3月期
■当社ｸﾞﾙｰﾌﾟの主な取り組みについて

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

広報・ＩＲ

➢ 中長期的な経営戦略の一つである信用保証業務の拡充に努め、新商品の開発を
進める

株式会社西京銀行とは消費者向けの有担保貸付や無担保貸付に対する保証を、
また株式会社東京スター銀行とは消費者向け及び事業者向けの有担保貸付に
対する保証業務提携を行っており、債務保証残高の積み上げを図る

➢ 企業理念、行動理念の一新
➢ ＩＲ活動（広告媒体、投資家向け会社説明会等）の充実、株主重視の積極活動

記事広告掲載、投資家向け会社説明会（7/13・14（東京・大阪）、9/3・4東京、2/19
東京）の開催、HPの改修

➢ グループ経営の企画立案・実行機能の強化を目的とし、本社機能を東京都港区

虎ノ門へ移転

➢ 消費者向け及び事業者向け貸付に関する事業ならびに信用保証業務に関する事業
を吸収分割の方法により、ＪＴＦＳ（現ロプロ）に承継、Ｊトラストは当社グループの
ホールディング業務に特化

➢ 9/3にロプロの発行済株式の全株式を取得し連結子会社化
➢ 10/22に株式会社フォーメイトから債権8.6億円の譲受
➢ 12/1にロプロを存続会社としてJTFSを吸収合併
➢ 2/2に信用保証業務の拡充を目的として株式会社日本保証を設立
➢ 4/1にネオラインクレジット貸付株式会社の株式取得（子会社化）、海外市場へ進出

事業再編
Ｍ＆Ａ

強化
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平成平成2323年年33月期連結決算概要月期連結決算概要
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平成23年3月期連結決算概要
■連結業績（累計）の前期比較

前期、投資有価証券売却益5.7億円、事業整理損失引当金
戻入額2.6億円に対し、当期、貸倒引当金戻入額2.6億円の
計上と特別利益が前期比4.9億円減少しているが、前期、減
損損失5.8億円を計上した分、特別損失も前期比5.3億円減
少し、税金等調整前当期純利益はほぼ増減なし。法人税、
住民税及び事業税が7.1億円、繰越欠損金の減少により法
人税等調整額が1.4億円増加したため

▲21.29▲87419.123,23324.844,108当期純利益

0.482025.574,32326.014,303経常利益

3.8115825.584,32425.184,165営業利益

連結子会社の増加に伴う社員数増加により人件費は9.7億
円増加したものの、物件費は経費削減効果により5.3億円
減少しており、また無担保貸付の回収強化に注力したこと
に伴い債権の回収可能性について見直したことにより貸倒
費用が20.6億円減少したため

▲ 17.91▲ 1,62544.077,45154.889,077販管費

▲ 11.08▲ 1,46769.6511,77680.0613,243営業総利益

不動産事業の急伸に伴い不動産売上原価が14.2億円、短
期借入金期中平残の増加に伴い借入金利息が1.7億円増
加したため

55.641,83430.355,13219.943,297営業費用

無担保貸付の回収強化に注力したことにより融資残高が減
少し、それに伴い貸付金利息が14.1億円、割賦立替手数料
が6億円減少したものの、不動産事業における収益が17.4
億円、買取債権回収高が5.6億円増加したため

2.22367100.0016,908100.0016,541営業収益

百分比
(%)

実績
百分比

(%)
実績

主な増減要因
前期比

（%)
前期
増減

23年3月期
（累計）

22年3月期
（累計)

単位:百万円
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平成23年3月期連結決算概要
■事業の種類別セグメントの営業利益（連結・累計）の前期比較

単位:百万円

3,811584,3244,165連結

－▲14▲141▲126消去又は全社

4.041734,4664,292計

▲37.12▲234064その他の事業

キーノートにおいて、戸建分譲事業が堅調に推移
したため

19.8167407340不動産事業

無担保貸付の回収強化に注力したことにより融資
残高が減少し、それに伴い貸付金利息、割賦立替
手数料が減少したものの、買取債権業務による買
取債権回収高の増加、債務保証残高の積み上げ
による保証料収入の積み上げにより増加したうえ、
貸倒関係費について債権の回収可能性の見直し
を行ったことにより減少したため前期比増加となっ
たもの

3.341294,0173,888金融事業

営業利益営業利益

主な増減要因
前期比

（%)
前期
増減

23年3月期
（累計)

22年3月期
（累計）
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主要な連結経営指標等の推移（四半期毎）主要な連結経営指標等の推移（四半期毎）
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主要な連結経営指標等の推移（四半期毎）
■商品別残高

コメント
中長期的な経営戦略の一環として、商業手形、買取債権は順調に推移しております。ま

た、債務保証残高についても、保証業務提携を順次拡大しており、順調に残高を積み上げ
ております。営業貸付金において、H21.3に阪急電鉄から譲り受けたｽﾃｰｼｮﾝﾌｧｲﾅﾝｽに対
する貸付債権の回収が順調に進んだ結果、営業貸付金は低減傾向にあります。尚、買取
債権においてH21.12に大幅に増加している要因は、Jﾄﾗｽﾄﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽがﾄﾗｲﾄ株式会
社から買取債権を譲り受けたこと（譲受価格41億円)等によるものです。

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

単位:
百万円

◎主な商品別残高の推移

9,6998,8628,3218,0797,5368,0376,8132,700債務保証残高

2,2862,8432,8433,3122,7762,4481,9151,306長期営業債権

518531460436485460669695求償権

4,0084,8164,6885,0635,4075,1791,1841,521買取債権

1,4431,9522,5023,1913,8254,8265,5936,122割賦立替金

11,72513,76815,24716,13018,03919,28222,34624,248営業貸付金

1,9001,7501,5071,4581,4971,107778904商業手形

H23.3H22.12H22.9H22.6H22.3H21.12H21.9H21.6

商業手形

904
778

1,107

1,497 1,458 1,507
1,750

1,900

0

500

1,000

1,500

2,000

H21.6 H21.9 H21.12 H22.3 H22.6 H22.9 H22.12 H23.3

営業貸付金

24,248
22,346

19,282 18,039
16,130 15,247 13,768

11,725

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H21.6 H21.9 H21.12 H22.3 H22.6 H22.9 H22.12 H23.3

買取債権

1,521
1,184

5,179 5,407
5,063

4,688 4,816

4,008

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H21.6 H21.9 H21.12 H22.3 H22.6 H22.9 H22.12 H23.3

債務保証残高

2,700

6,813
8,037 7,536 8,079 8,321 8,862

9,699

0
2,000
4,000
6,000

8,000
10,000
12,000

H21.6 H21.9 H21.12 H22.3 H22.6 H22.9 H22.12 H23.3
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主要な連結経営指標等の推移（四半期毎）
■貸倒引当金等

67.90%

6,189

9,115

H22.6

2.10%2.72%3.06%3.27%3.16%2.75%3.42%6.45%債務保証残高に対する引当率 (ｄ)/(ｃ)

203241254264238220233174債務保証損失引当金(d)

9,6998,8628,3218,0797,5368,0376,8132,700債務保証残高 (ｃ)

5,7426,1086,5376,7216,8896,8917,4206,755利息返還損失引当金

※ 担保又は保証が付されている債権については、債権額から担保の処分見込額及び保証による回収見込額を減額し、その残額について債務者の

財政状態及び 経営成績を考慮して貸倒引当金を算定しております。

50.15%69.16%65.90%64.83%63.45%67.13%84.87%不良債権残高に対する引当率 (b)/(a)

3,2195,1825,1836,1796,5557,3617,405貸倒引当金(b)

6,4187,4937,8669,53110,33010,9658,725不良債権残高 (a)

H23.3H22.12H22.9H22.3H21.12H21.9H21.6

コメント
債権残高に対する引当率は、ほぼ横ばいの水準で推移しておりま
す。
H23.3期に減少しておりますが、これは今期、無担保貸付の回収

強化に注力したことに伴い、債権の回収可能性について見直しを
行った結果、貸倒費用が大幅に圧縮することができたことによるも
ので、充分な引当水準を確保できております。

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

単位:百万円
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主要な連結経営指標等の推移（四半期毎）
■営業収益

コメント
貸付金利息、割賦立替手数料については、債
権の回収が順調に進んだ結果、融資残高が減
少し、前期比逓減傾向にありますが、不動産
事業売上高や好調な債権買取業務によるその
他の金融収益が大きく寄与し、安定的な収益
水準を維持しております。

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

単位:百万円

4,1284,2584,0524,4693,7214,2874,3854,145営業収益

489332369338319403328184その他営業収益

1,1161,0861,5382,0811,7001,4291,5011,436その他の金融収益

843972577773126943248106不動産事業売上高

104132169209252291329350割賦立替手数料

9071,029557176414189743759買取債権回収高

6206678058668751,0061,2101,281貸付金利息

4637342332242428受取割引料

H23.3H22.12H22.9H22.6H22.3H21.12H21.9H21.6

営業収益

4,145 4,385 4,287
3,721

4,469
4,052 4,258 4,128

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H21.6 H21.9 H21.12 H22.3 H22.6 H22.9 H22.12 H23.3
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主要な連結経営指標等の推移（四半期毎）
■販売費及び一般管理費

1,8942,3791,7562,1771,9521,5022,7302,978販売費及び一般管理費

4621,0636671,1291,0585901,3001,770貸倒関係費

555529440410335386951798物件費

875786647638558525478409人件費

H23.3H22.12H22.9H22.6H22.3H21.12H21.9H21.6

コメント
当社グループの成長に伴い、社員数が増加し人件費も増加しております。

物件費については、H21.6期にJTFSの経費加算により増加しましたが、そ
の後は経費削減に注力した結果減少し、現在は安定的に推移しています。
また貸倒関係費用について、貸倒引当金繰入額はH21.6期にJTFS連結
による債権増加に伴い大幅に増加いたしましたが、与信基準の厳格化に
よる債権残高の減少や償却実績に基づく見直しの結果減少し一定の引当
水準で推移しています。H23.3期に減少しておりますが、これは無担保貸
付の回収強化に注力したことに伴い、債権の回収可能性について見直し
を行った結果、貸倒費用が大幅に圧縮することができたことによるもので、
充分な引当水準を確保できております。

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

単位:百万円

人件費

409
478 525 558

638 647
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主要な連結経営指標等の推移（四半期毎）
■四半期連結業績

コメント
買取債権業務によるその他の金融収益の増加、債務保証残高
の積み上げによる保証料収入の積み上げ、不動産事業収益の
増加により、順調に業績を伸ばしておりますが、H22.12期、武
富士の会社更生法適用申請に伴う影響を保守的に見積もった
結果、一時的に利息返還損失引当金の繰入が増加し、四半期
純損失となっております。なお、 H21.12期当期純利益の増加
要因は、投資有価証券売却益5.7億円を特別利益に計上したこ
とによるものです。

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

単位:百万円

1,344▲651,0389168371,702959607当期純利益

8441531,1841,3851,2041,6001,038373経常利益

8491531,1861,3791,1161,641992328営業利益

H23.3H22.12H22.9H22.6H22.3H21.12H21.9H21.6

営業利益

328
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主要な連結経営指標等の推移（四半期毎）
■四半期連結キャッシュフロー

コメント
H21.9期に、営業貸付金の譲渡による営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰの減少や借入金の増加による財務活動による

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの増加などによる増減がありますが、税金等調整前当期純利益の積上げや営業貸付金、割賦立替金
の純減額の増加により、総じて現金及び現金同等物の四半期末残高は順調に増加しております。

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

単位:百万円

営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

80

△ 9,841

1,381 1,560
3,437

1,086 1,397
3,313
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平成平成2244年年33月期連結業績予想月期連結業績予想
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平成24年3月期連結業績予想

単位:百万円

▲47.25

▲42.11

▲43.27

▲3.02

前期比
（％）

▲1,527

▲1,820

▲1,871

▲511

前期増減
百分比
（％）

実績
百分比
（％）

業績予想

10.401,70519.123,233当期純利益

15.272,50325.574,323経常利益

14.962,45325.584,324営業利益

100.0016,397100.0016,908営業収益

通期業績比較
平成24年3月期

通期

平成23年3月期

通期

コメント

H24.3期も債権買取業務によるその他の金融収益や信用保証業務における保証料収入ならびに不動産事業収入が引き続き好
調を維持するものと思われます。またH23.4に、韓国の消費者金融会社であるネオラインクレジット貸付株式会社の全株式を取得
し当社の子会社としたことにより、成長する韓国市場での事業収益の拡大を見込んでおります。また一方で、当社グループの成長
につれ連結子会社の増加に伴う社員数の増加による人件費及びそれに付随するその他経費の増加や、韓国市場での貸倒引当
金の増加を含む販管費の増加も見込んでおります。以上の結果、営業収益16,397百万円、営業利益2,453百万円、経常利益
2,503百万円、当期純利益1,705百万円を計画しております。

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved
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((参考１）参考１）
平成平成2323年年33月期個別決算概要月期個別決算概要

及び及び
平成平成2424年年33月期個別月期個別業績予想業績予想

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved
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平成23年3月期個別決算概要
■業績（累計）の前期比較

前期、投資有価証券売却益を5.7億円計上したこ
とで特別利益が前期比5.6億円減少しているが、
前期、関係会社株式評価損を5.4億円を計上した
分、特別損失も前期比5.8億円減少し、税引前当
期純利益はほぼ増減なし。法人税、住民税及び
事業税が6.4億円増加したため

▲67.35▲ 2,41530.281,17055.643,585当期純利益

子会社への貸付金に対する受取利息が1.1億円
増加したため

▲40.93▲ 1,67262.442,41463.414,087経常利益

▲45.05▲1,76155.572,14860.673,910営業利益

ロプロへ貸付及び信用保証に関する事業を分割
譲渡したことにより、貸倒関係費用が2.8億円減少
したことや、社員の当社グループへの異動に伴い
給料及び手当が2.3億円減少した他、その他経費
についても経費削減効果により減少したため

▲37.82▲ 82535.11135733.882,183販管費

▲ 42,46▲ 2,58790.693,50694.556,094営業総利益

2.5189.313605.45351営業費用

買取債権残高の回収が順調に進んだことにより
その他の金融収益が21..2億円減少したことや、貸
付及び信用保証に関する事業をロプロに分割譲
渡したことにより、貸付金利息、受取割引料が3.4
億円減少したため

▲ 40.01▲ 2,578100.003,866100.006,445営業収益

百分比
(%)実績百分比

(%)実績
主な増減要因

前期比
（%)

前期
増減

23年3月期
（累計）

22年3月期
（累計)

単位:百万円

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved
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平成24年3月期個別業績予想

単位:百万円

▲38.26

▲65.03

▲61.88

▲41.43

前期比（％）前期増減
百分比
（％）

実績
百分比
（％）

業績予想

▲44731.9272230.281,170当期純利益

▲1,56937.2984462.442.414経常利益

▲1,32936.1881955.572,148営業利益

▲1,601100.002,264100.003,866営業収益

通期業績比較
平成24年3月期

通期

平成23年3月期

通期

コメント
H23.3期に、当社グループにおける経営の効率化を図るため、当社の消費者向け及び事業者向け貸付に関

する事業ならびに信用保証業務に関する事業を吸収分割の方式により、ロプロに承継させ、当社は当社グルー
プ全体の経営にかかるホールディング業務に特化する体制に移行しております。そのためH24.3期における個

別業績については、主として債権買取業務に伴うその他の金融収益の他に、子会社への貸付金に対する受取
利息や受取配当金を見込んでおります。以上の結果、営業収益2,264百万円、営業利益819百万円、経常利益
844百万円、当期純利益722百万円を計画しております。

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved
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（参考２）（参考２）
主要な連結子会社の業績の概要主要な連結子会社の業績の概要

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved
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商 号： 株式会社ロプロ

設立年月日： 昭和４５年３月１７日

資 本 金： ３億円

事 業 内 容： 総合金融業（事業者向け融資 消費者向け融資）

（登録番号 近畿財務局長（10）第00101号 ）

主要な連結子会社の業績の概要主要な連結子会社の業績の概要 ––金融事業金融事業１１

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

同社ＨＰ同社ＨＰ

昭和４５年３月 株式会社日栄設立
平成８年９月 東証第一部及び大証第一部上場
平成１４年１１月 商号を「株式会社ロプロ」に変更
平成２１年１１月 会社更生手続き開始申立
平成２１年１２月 Jトラストとの間でスポンサー契約締結

平成２２年７月 更生計画認可決定
平成２２年９月 募集株式の全株式をJトラストに割当、

Jトラストの子会社となる

平成２２年９月 会社更生手続き終結
平成２２年１２月 Jトラストフィナンシャルサービスを吸収合併

昭和42年３月 株式会社大新クレジットビューロー設立
平成14年５月 阪急電鉄株式会社の子会社となる（同年９月に株式会社

ステーションファイナンスに商号変更）
平成２１年３月 阪急電鉄株式会社より全株式を譲受け、Jトラストの子会社となる
平成２１年７月 商号を「Jトラストフィナンシャルサービス株式会社」に変更
平成２２年５月 Jトラストより貸金業務部門を承継し、消費者向け融資だけで

なく、事業者向け融資を行う総合金融会社となる
平成２２年１０月 Jトラストより信用保証業務部門も承継

沿 革：

1,083724▲358営業利益

87,0257,016営業収益

前期増減H23.2H22.2P/L（累計)

単位：百万円

・H22.2期はJトラストフィナンシャルサー

ビス単体

・H23.2期はJトラストフィナンシャルサー
ビス＋ロプロ（H22.10以降)の合算
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主要な連結子会社の業績の概要主要な連結子会社の業績の概要 ––金融事業金融事業２２

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

同社ＨＰ同社ＨＰ

商 号： パルティール債権回収株式会社

設立年月日： 平成１９年８月２３日

資 本 金： ５億円

事 業 内 容： サービサー（許可番号：法務大臣 第113号）

特定金銭債権の買取、債権管理、回収、管理・回収受託

16625589営業利益

9501,609659営業収益

前期増減H23.3H22.3

単位：百万円P/L（累計)
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主要な連結子会社の業績の概要主要な連結子会社の業績の概要 ––金融事業金融事業３３

（新設子会社）（新設子会社）

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

商 号 株式会社日本保証

代 表 者 代表取締役社長 持田 幸啓

本店所在地 東京都港区虎ノ門一丁目７番１２号

設立年月日 平成２３年２月２日

主な事業内容 事業者向け及び消費者向け信用保証業務

決 算 期 ３月３１日

資 本 金 ３億円

株 主 構 成 Ｊトラスト株式会社 100%

同社ＨＰ同社ＨＰ

当社が金融機関と資金需要者の
皆様をつなぐ「架け橋」となること
によって皆様のお役に立ちたい、

そして日本を元気にしたい
（代表取締役社長 持田 幸啓）
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主要な連結子会社の業績の概要主要な連結子会社の業績の概要 ––金融事業金融事業４４

商 号 ネオラインクレジット貸付株式会社

代 表 者 代表取締役会長 渡辺 高史

本店所在地 ソウル特別市瑞草区方背洞901-1 JSビル6Ｆ

設立年月日 平成２１年１０月２６日

主な事業内容 消費者金融業務

決 算 期 ９月３０日

資 本 金 １００億ウォン

株 主 構 成 Ｊトラスト株式会社 100%

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

同社ＨＰ同社ＨＰ

最近事業年度における業績の動向 単位：千円

635,24049,413純資産額

2,824,0601,699,451総資産額

53,919△157,532当期純利益

53,919△157,532経常利益

293,983199,444営業収益

平成23年１月
（4カ月試算）

平成22年9月期

１円＝0.075ウォンで換算しております。また平成22年９月期は
ネオラインクレジット貸付㈱第１期につき、参考として、
平成23年１月の試算表数値を記載しております。

※
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商 号： キーノート株式会社

設立年月日： 平成８年７月１０日

資 本 金： ３,０００万円

事 業 内 容： 不動産売買業

（宅地開発及び分譲、戸建住宅の分譲、マンションの企画・分譲等）

中古住宅再生事業

（リフォーム及びリノベーション販売）

沿 革： 平成 ８年７月 設立（当社子会社として）

平成２１年５月 株式会社ニードの発行済株式

の全株式を取得し、吸収合併

同時に、関東エリアへ進出

主要な連結子会社の業績の概要主要な連結子会社の業績の概要 ––不動産事業１不動産事業１

Copyright (C) 2010-2011 J Trust Co.,Ltd. All Rights Reserved

同社ＨＰ同社ＨＰ

60371311営業利益

1,5953,0931,497営業収益

前期増減H23.3H22.3

単位：百万円P/L（累計)
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本資料のお取扱いに関して

本資料は、当社をご理解いただくための情報提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券への
投資を勧誘する目的としたものではありません。

本資料は、正確性を期すために慎重に作成しておりますが、完全性を保証するものではありません。本資
料中の予測や情報によって生じた障害や損害については、当社は一切責任を負いません。

本資料に記載された意見や予測等の情報は、本資料作成時点の当社の判断によるものであり、潜在的リ
スクや不確実性が含まれております。そのため、事業環境の変化等の様々な要因により、実際の業績及
び記載されている将来見通しとは乖離が生じることがありますのでご承知ください。

➢

➢

➢

【 本資料及び当社IRに関するお問い合わせ先 】

Jトラスト株式会社 経営戦略部

TEL （03) 4330－9100
URL:http://www.jt-corp.co.jp/
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